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 （趣旨） 

第１ この要綱は、市町村（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 284 条第１項の規定により設けら

れた一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ｡）、社会福祉法（昭和 26年法律第 45 号）第 22 条の

規定により設立された社会福祉法人、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18

年法律第 49号）第２条第１号に規定する公益社団法人及び同条第２号に規定する公益財団法人、医療

法（昭和 23 年法律第 205 号)第 39 条第１項の規定により設立された医療法人（知事が特に認めた者

を含む。以下同じ｡）、日本赤十字社法（昭和 27 年法律第 305 号）による日本赤十字社、ＮＰＯ法人等

（特定非営利活動促進法（平成 10年法律第 7号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人、一般

社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年６月２日法律第 48 号）により設立された一般社

団法人及び一般財団法人）又は営利法人（会社法（平成 17年法律第 86号）第３条に規定する法人）が

行う社会福祉施設等施設整備事業に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについ

て、社会福祉法人の助成の手続きに関する条例（昭和 32 年長野県条例第 32 号) 及び補助金等交付規

則（昭和 34 年長野県規則第９号。以下「規則」という。）に定めのあるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

 

 （補助対象事業及び補助率） 

第２ 第１に規定する補助金の対象となる事業及び補助率は、次の表のとおりとする。 

                                補 助 金 の 対 象 と な る 事 業 

                                      補 助 率 

                                      設 置 主 体 別 

市町村 

社会福 

祉法人 

公益 

法人等 

医療 

法人 

日本赤 

十字社 

ＮＰＯ

等、 

営利法人 

 

 

 以内  以内  以内  以内  以内 以内 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 38 条に

規定する保護施設の整備 

    3/4    3/4  



社会福祉法第２条第２項第７号に規定する授産

施設の整備 

    3/4     

生活保護法第 30 条に規定する日常生活支援住居

施設 

  3/4     

社会福祉法第２条第３項第 11 号に規定する事業

を行う人権・共生のまちづくり施設の整備 

3/4 
 

中核市 

を除く 

     

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成 17年法律第 123号）（以下

「障害者総合支援法」という。）第５条第１項に基

づく障害福祉サービス事業のうち、療養介護、生

活介護、自立訓練、就労選択支援、就労移行支援

及び就労継続支援を行う施設の整備 

 3/4 3/4 

 

3/4 3/4 3/4 

障害者総合支援法第５条第２項に規定する居宅

介護を行う施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

障害者総合支援法第５条第３項に規定する重度

訪問介護を行う施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

障害者総合支援法第５条第４項に規定する同行

援護を行う施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

障害者総合支援法第５条第５項に規定する行動

援護を行う施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

障害者総合支援法第５条第８項に規定する短

期入所を行う施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

障害者総合支援法第５条第 11 項に規定する障

害者支援施設の整備 

 3/4 3/4 

 

 3/4  

障害者総合支援法第５条第 16 項に規定する就

労定着支援を行う施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

障害者総合支援法第５条第 17 項に規定する自

立生活援助を行う施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

障害者総合支援法第５条第 18 項に規定する共

同生活援助を行う施設の整備 

 3/4 3/4 

 

3/4 3/4 3/4 

障害者総合支援法第５条第 19 項に規定する相

談支援を行う施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号)第

５条第１項に規定する身体障害者社会参加支援

施設のうち補装具製作施設、視聴覚障害者情報提

供施設及び盲導犬等訓練施設の整備  

 3/4     

障害者総合支援法第５条第 29 項に基づく福祉

ホームの整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 



困難な問題を抱える女性への支援に関する法律

（令和４年法律第 52号）第 12条に規定する女性

自立支援施設の整備 

  別に定

める額 

    

児童福祉法(昭和 22年法律第 164号）第６条の２

の２第２項に規定する児童発達支援を行う施設

の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

児童福祉法(昭和 22年法律第 164号）第６条の２

の２第４項に規定する放課後等デイサービスを

行う施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

児童福祉法(昭和 22年法律第 164号）第６条の２

の２第５項に規定する居宅訪問型児童発達支援

を行う施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

児童福祉法(昭和 22年法律第 164号）第６条の２

の２第６項に規定する保育所等訪問支援を行う

施設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

児童福祉法(昭和 22年法律第 164号）第６条の２

の２第７項に規定する障害児相談支援を行う施

設の整備 

 3/4 3/4 3/4 3/4 3/4 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号) 第７条に

規定する児童福祉施設のうち障害児入所施設及

び児童発達支援センターの整備 

 3/4 3/4 

 

 3/4  

児童福祉法第７条に規定する児童福祉施設のう

ち助産施設、乳児院、母子生活支援施設（市町村

が設置主体の場合を除く。）、児童養護施設、児童

心理治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭支

援センターの整備 

  別に定

める額 

 別に定

める額 
 

 

  別に定

める額 

 

児童福祉法第７条に規定する児童福祉施設のう

ち母子生活支援施設（市町村が設置主体の場合。） 

ただし、次世代育成支援対策施設整備交付金の

交付について（令和５年８月 22 日こ成事第 370

号こども家庭庁長官通知）に基づき、国へ交付

金の申請書を提出し、国から交付決定があった

場合に限る 

別に定

める額 

     

児童福祉法第７条に規定する児童福祉施設のう

ち児童館及び児童センターの整備で年長児童用

整備を伴うもの 

ただし、次世代育成支援対策施設整備交付金の

交付について（令和７年８月 29 日こ成事第 469

号こども家庭庁長官通知）に基づき、国へ交付

金の申請書を提出し、国から交付決定があった

場合に限る 

1/3 
 

中核市 

を除く 

1/3 1/3    

児童福祉法第６条の３第２項の規定に基づく放

課後児童健全育成事業を実施するための放課後

児童クラブ室の整備 

ただし、子ども・子育て支援施設整備交付金の

交付について（令和７年４月 24 日こ成事第 264

号こども家庭庁長官通知）に基づき、国へ交付

金の申請書を提出し、国から交付決定があった

場合に限る 

 

1/3 
 

 

     

社会福

祉法人

等の行

う整備

に対す

る補助

を行う

場合 
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児童福祉法第６条の３第 13 項の規定に基づく 

病児保育事業を実施するための施設の整備 

ただし、子ども・子育て支援施設整備交付金

の交付について（令和７年４月 24 日こ成事第

264 号こども家庭庁長官通知）に基づき、国へ

交付金の申請書を提出し、国から交付決定があ

った場合に限る 

 

 

1/3 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

地震防災対策強化地域における地震対策緊急

整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する

法律(昭和 55 年法律第 63 号)第２条に規定する

地震対策緊急整備事業計画に基づいて実施され

る事業のうち、同法別表第１に掲げる社会福祉

施設（木造施設の改築として行う場合に限

る。）の整備 

 5/6 5/6  5/6  

地震防災対策特別措置法（平成７年法 律第 111

号）第２条に規定する地震防 災緊急事業五箇年

計画に基づいて実施 される事業のうち、同法別

表第１に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築と

して行う場合に限る。）の整備 

 5/6 5/6  5/6  

 

（補助対象経費及び補助額） 

第３ 第１に規定する補助金の対象経費は、次のとおりとする。  

(1) 施設整備（施設整備と一体的に整備されるものの整備であって、知事が必要と認めた整備を含む。）

に要する工事費又は工事請負費（門、囲障、構内の雨水排水設備及び構内通路等の整備に要する費用を

除く｡)及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信

運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は工事費又は工事請負費の 2.6%に相当する額を

限度とする。） 

(2) 介護用リフト等特殊附帯工事に要する工事費又は工事請負費（知事が必要と認めた施設に限る。） 

(3) 解体撤去に要する工事費又は工事請負費及び仮設施設整備に要する賃借料、工事費又は工事請負費

（知事が必要と認めた施設に限る。） 

(4) スプリンクラ－設備等に要する工事費又は工事請負費（既存施設のうち知事が必要と認めた施設に

限る。） 

(5) 授産施設等近代化の整備に要する工事費又は工事請負費（知事が必要と認めた施設に限る。） 

(6) 授産施設等の整備に要する工事費又は工事請負費（知事が必要と認めた施設に限る。） 

(7)  放課後児童クラブの整備にあたって新たに土地を貸借する場合に必要な費用 

(8) 病児保育施設の整備にあたって本体工事費以外に別途必要となる設計料 

２ 対象経費の額は、対象経費の実支出額から寄附金その他の収入額(設置主体が社会福祉法人、公益法

人等、医療法人、日本赤十字社又はＮＰＯ法人である場合にあっては、その他の収入のうち寄附金以外

のものの額。)を控除した額とする。 

３ 補助額は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 第２に規定する補助率が３分の１以内又は９分の２以内の設置主体が行う事業にあっては、別表第

１及び別表第２に定める基準額（多機能型事業所を整備する場合には、多機能型として一体的に行う各

事業の利用定員の合計に応じた基準単価）（以下この項において「基準額」という。）と対象経費の額を

比較していずれか少ない方の額に補助率を乗じた額を補助額とする。ただし、別表第１に掲げる地域交

流スペース整備費に係る部分の補助額は、基準額と対象経費の額のうち地域交流スペースの整備に係

る額を比較していずれか少ない方の額とする。 

(2) 第２に規定する補助率が４分の３以内又は６分の５以内の設置主体が行う事業にあっては、基準額

と対象経費の額に補助率を乗じた額とを比較していずれか少ない方の額を補助額とする。ただし、別表

第１に掲げる地域交流スペース整備費に係る部分の補助額は、基準額と対象経費の額のうち地域交流

スペースの整備に係る額を比較していずれか少ない方の額とする。 

４  前年度以前からの継続事業においては、補助額を算定する場合には、補助を受けた初年度の算定方

社会福

祉法人

等の行

う整備

に対す

る補助

を行う

場合 
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法及び単価を適用する。 

  

（交付の条件） 

第４ 次に掲げる事項は、補助金交付の条件とする。 

(1) 補助事業に要する経費の配分を変更（交付決定額の 20％以内の減額変更を除く。）しようとすると

き又は補助事業の内容のうち次に掲げる事項に係る変更をしようとするときは、速やかに知事に報告

してその承認を受けること。 

  ア 建物の規模又は構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除く。） 

  イ 建物等の用途 

  ウ 入所定員又は利用定員 

(2) 補助事業を中止し、若しくは廃止しようとするとき又は補助事業が予定の期間内に完了しないとき

は速やかに知事に報告して、その承認又は指示を受けること。 

(3) 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を

県に納付させることがあること。 

(4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了後においても善良な

管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならないこと。   

(5) 補助事業者は、補助事業に係る契約を締結したときは、そのつどその旨を当該契約締結の日から 10

日以内に知事に報告すること。 

(6) 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額があることが確定した場合には、国の定める様式に準じて速やかに知事に報告すること。 

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部又は一支社及び一支所等であって、自ら

消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部又は本社及び本所等で消費税及び地方消費税の申告を行

っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告すること。 

また、知事への報告の結果、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額があることが確

定した場合には、当該仕入控除税額を県に納付しなければならないこと。 

(7) 補助事業を行う者が市町村である場合にあっては、別に定める様式により当該補助金と補助事業に

係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、補助事業者が市町村以外である場合にあっ

ては、補助事業に係る収入支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出について証拠書類

を整備し、それぞれ補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を

受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しなければならないこと。ただし、事業により取得し、又

は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得し、又は効用の増加の価格が単価 30万円

以上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補助事業等に

より取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（平成 20 年厚生労働省告示第 384 号（ただし、

児童福祉法に基づく施設については、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期

間（令和５年こども家庭庁告示第９号）））に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管してお

かなければならないこと。 

(8) 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の相手方が

当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならないこと。 

(9) 市町村以外の者が事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど県が行う

契約手続の取扱いに準拠すること。 

(10) この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、お年玉付き郵便葉書等寄付金配分金又は

公益財団法人ＪＫＡ、若しくは公益財団法人日本財団の補助金の交付を受けてはならないこと。 

(11) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年五月八日法律第

五十七号）第６条に基づき指定された土砂災害警戒区域内において、入所施設で定員が 30人以上の社

会福祉施設（以下「大規模入所施設」という。）の施設整備を実施する場合には、別に定める土砂災害

警戒区域内における大規模入所施設（社会福祉施設）の整備に対する補助金交付の基準によるものとす

ること。 

 

 （申請書、関係書類及び提出期限） 

第５ 規則第３条に規定する申請書及び関係書類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 社会福祉施設等整備事業補助金交付申請書 

(2) 申請額算出内訳書 

 (3) 事業計画書 

 (4) 補助事業に係る歳入歳出予算書又は歳入歳出予算見込書の抄本 



２ 前項の書類の提出期限は、別に定める。 

 

 （変更承認の申請等） 

第６ 第４の規定による報告又は承認の申請は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める書類を

提出して行うものとする。 

(1) 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更しようとするとき 社会福祉施設等整備

事業計画変更承認申請書 

(2) 補助事業を中止し又は廃止しようとするとき 社会福祉施設等整備事業中止（廃止）承認申請書 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき 社会福祉施設等整備事業完了期限延長承認申請書 

(4) 補助事業に係る契約を締結したとき 社会福祉施設等整備事業契約締結報告書 

 

 （交付申請の取下げ） 

第７ 規則第７条第１項の規定による申請の取下げは、社会福祉施設等整備事業補助金交付申請取下書

を知事に提出して行うものとする。 

 

 （工事着工報告） 

第８ 社会福祉施設等整備事業を行う補助事業者は、工事に着工したときは、着工の日から５日以内に社

会福祉施設等整備事業着工報告書により、知事に報告するものとする。 

 

 （状況報告） 

第９ 補助事業者は、12 月末日現在の補助事業の遂行状況を、翌月の 10 日までに社会福祉施設等整備事

業進ちょく状況報告書により知事に報告するものとする。 

 

 （実績報告書、関係書類及び提出期限） 

第 10 規則第 12 条第１項前段に規定する実績報告書及び関係書類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1)  社会福祉施設等整備事業実績報告書 

 (2) 精算額内訳書 

 (3) 事業実績報告書 

 (4) 補助事業に係る歳入歳出決算（見込）書の抄本 

２ 前項の書類の提出期限は、補助事業の完了した日（補助事業の廃止の承認を受けたときは、当該承認

通知書を受理した日とする。）から起算して１月を経過した日又は交付決定のあつた日の属する年度の

３月 31 日のいずれか早い日とする。 

３ 規則第 12 条第１項後段の規定による実績報告書は、社会福祉施設等整備事業年度終了実績報告書に

よるものとし、交付決定のあった日の属する年度の翌年度の４月 10 日までに知事に提出するものとす

る。 

 

  （補助金の概算払） 

第 11 補助事業者が補助金の概算払を受けようとするときは、社会福祉施設等整備事業補助金概算払請

求書を知事に提出して行うものとする。 

 

 （補助金の精算払） 

第 12 補助事業者が事業完了後補助金の精算払を受けようとするときは、社会福祉施設等整備事業補助

金精算払請求書を知事に提出して行うものとする。 

 

（事前着手） 

第 13 補助事業は、原則として交付決定後に着手するものとするが、やむを得ない事由により、交付決

定前に着手する必要がある場合には、社会福祉施設等整備事業指令前着手届を事業着手前に知事に提

出するものとする。 

 

 （返還期限延長申請等） 

第 14 規則第 16条第３項の規定による返還期限の延長申請は、社会福祉施設等整備事業補助金返還期限

延長申請書を、返還請求の取消しの申請は、社会福祉施設等整備事業補助金返還請求取消申請書をそれ

ぞれ知事に提出して行うものとする。 

 



 （加算金及び延滞金の免除申請） 

第 15 規則第 17条第７項の規定による加算金又は延滞金の免除申請は、社会福祉施設等整備事業補助金

返還加算金（延滞金）免除申請書を知事に提出して行うものとする。 

 

 （財産処分等） 

第 16 規則第 19 条第１項第２号に規定する知事等が指定する機械及び重要な器具並びに同項第３号に

規定する知事等が指示する財産は、取得価格又は効用の増加の価格が単価 30 万円以上のものとする。 

２ 規則第 19 条第１項に規定する財産処分の承認申請は、社会福祉施設等整備事業財産処分申請書によ

るものとする。 

  なお、具体的な承認の手続き及び基準については、「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処

分について」（平成 20年４月 17日付会発第 0417001号厚生労働省大臣官房会計課長通知（ただし、児

童福祉法に基づく施設については「こども家庭庁所管補助金等に係る財産処分について」（令和５年６

月 15 日付こ成事第 331 号・こ支虐第 69 号こども家庭庁成育局長・支援局長通知）））に準じるものと

する。 

３ 規則第 19 条第２項第２号に規定する期間は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の

処分制限期間（平成 20年厚生労働省告示第 384号）に定めるところによるものとする。 

 

  （申請書等の様式） 

第 17 この要綱に規定する申請書等の様式は、別に定める。 

 

  （書類の経由及び提出部数） 

第 18 規則及びこの要綱により知事に提出する書類は、所轄保健福祉事務所（ただし、第２の表に掲げ

る生活保護法第 38条に規定する保護施設及び社会福祉法第２条第２項第７号に規定する授産施設に関

する書類について、上田市、東御市及び小県郡にあっては佐久保健福祉事務所）又は所轄地域振興局

（第２の表に掲げる社会福祉法第２条第３項第 11号に規定する事業を行う人権・共生のまちづくり施

設に関する書類に限る。）の長を経由するものとする。 

２ 前項の書類の提出部数は、正副２部とする。 

 

附則 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 17年 4月 1日から適用する。 

  

  附則（平成 18年（2006年）7月 18日付け 18コ福第 267号社会部長通知） 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 18年４月 1日から適用する。 

 

  附則（平成 19年（2007年）3月 16日付け 18地福第 219号社会部長通知） 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 18年４月 1日から適用する。 

 

  附則(平成 19年（2007年）9月 25日付け 19福政第 76号社会部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 19年 4月 1日から適用する。 

 

  附則(平成 20年（2008年）6月 18日付け 20福政第 45号社会部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 20年 4月 1日から適用する。 

 

  附則(平成 21年（2009年）6月 22日付け 21福政第 46号社会部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 21年 4月 1日から適用する。 

 

  附則(平成 22年（2010年）6月 17日付け 22健福政第 181号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 



１ この要綱は、平成 22年 4月 1日から適用する。 

 

  附則(平成 23年（2011年）9月 2日付け 23健福政第 337号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 23年 4月 1日から適用する。 

 

  附則(平成 25年（2013年）1月 31日付け 24健福政第 540号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 24年 4月 1日から適用する。 

 

  附則(平成 25年（2013年）11月 27日付け 25健福政第 412号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 25年 4月 1日から適用する。ただし、第４第 10号の規定は平成 26年４月１日

から適用する。 

 

附則(平成 26年（2014年）11月 14日付け 26健福政第 406号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 26年 4月 1日から適用する。 

 

附則(平成 27年（2015年）11月 30日付け 27健福政第 413号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 27年 4月 1日から適用する。 

 

附則(平成 29年（2017年）3月 1日付け 28健福政第 371号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 28年 4月 1日から適用する。 

 

附則(平成 30年（2018年）2月 28日付け 29健福政第 299号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 29年 4月 1日から適用する。 

 

附則(平成 31年（2019年）3月 7日付け 30健福政第 255号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 30年 4月 1日から適用する。 

 

附則(令和２年（2020年）3月 11日付け元健福政第 291号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、平成 31年 4月 1日から適用する。 

 

附則(令和３年（2021年）3月 15日付け２健福政第 220号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、令和 2年 4月 1日から適用する。 

 

附則(令和３年（2021年）11月 17 日付け３健福政第 190号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、令和 3年 4月 1日から適用する。 

 

附則(令和５年（2023年）２月 14日付け４健福政第 257号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、令和 4年 4月 1日から適用する。 

 

附則(令和６年（2024年）１月 25日付け５健福政第 244号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、令和５年４月 1日から適用する。 



 

附則(令和６年（2024年）12月 12日付け６健福政第 180号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、令和６年４月 1日から適用する。 

 

附則(令和８年（2026年）２月９日付け７健福政第 217号健康福祉部長通知) 

（適用期日） 

１ この要綱は、令和７年４月 1日から適用する。ただし、就労選択支援については令和７年 10月１

日から適用する。 

 

 

 

（別表第１）（第３関係）                                  

 種   類 基       準       額  

 

 

本体工事費 １ 定員１人を単位とするものは付表１に掲げる基準単価に当該施設の定員を乗

じて得た額、１施設を単位とするものは付表１に掲げる基準単価として定める

額（多機能型事業所を整備する場合には、多機能型として一体的に行う各事業の

利用定員の合計に応じた基準単価）、１世帯を単位とするものは付表１に掲げる

基準単価に当該施設の定員（世帯）を乗じて得た額。ただし、(1)及び(2)に掲げ

る場合にあっては、それぞれ(1)及び(2)に定める額とし、(3)及び(4)に掲げる場

合にあっては、それぞれ(3)及び(4)に掲げる額を加算した額とする。 

 

  (1)  一部改築及び拡張の場合は、社会福祉施設等施設整備費における一部改築

及び拡張に係る国庫補助金の算定方法の取扱いについて（平成 19 年 2 月 15 日

社援発第 0215004 号厚生労働省社会・援護局長通知）により算出した額。ただ

し、人権･共生のまちづくり施設については、地方改善施設整備費における国庫

補助金の算定方法等の取扱いについて（平成 18年 10 月 10 日社援発第 1010002

号厚生労働省社会・援護局長通知）により算出した額とし、児童福祉法に基づく

施設については、次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡

張に係る交付金の算定方法の取扱いについて（令和５年８月 22 日こ成事第 433

号こども家庭庁成育局長通知）により算出した額とする。 

 

  (2) 積雪寒冷地域（寒冷地手当支給規則（昭和 39 年総理府令第 33 号）別表第１

に掲げる地域）に所在する付表２に掲げる対象施設（以下「積雪寒冷地域体育施

設」という。）にあっては、当該付表の基準額として定める額 

 

  (3)  人口 10 万人以上の市において高層化して整備する場合であって、都市部に

おける社会福祉施設の整備の促進について（平成19年2月15日社援発第0215006

号厚生労働省社会・援護局長通知）、または都市部における障害児施設等の整備

の促進について（令和５年８月 22 日こ成事第 434 号こども家庭庁成育局長通

知）に定める基準に適合する整備を行う場合は、上記に定める方法により算定さ

れた額に 0.08を乗じて得た額 

 

  (4)  豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律第 73 号）第２条第２項の規定に

より指定された特別豪雪地域に所在する場合は、障害福祉関係施設（障害児施設

を除く）にあっては国が定める基準単価表のうち都市部の補助基準額を適用し、

その他の施設（障害児施設を含む）にあっては上記に定める方法により算定され

た額に 0.08を乗じて得た額 

 

  ２ １の規定にかかわらず、大規模な修繕その他特別な整備を必要とする場合は、

別に定めるところにより知事が承認した額 

  ただし、共同生活援助を行う場合に必要な、既存建物（賃貸物件を含む。）の

バリアフリー化工事等、共同生活援助を行う施設の基盤整備を図るための改修

工事のうち１施設の総事業費が 30万円以上 1,000万円以内（ただし、エレベー

ター等設置整備とその他の改修整備を行う場合の上限は、1,200万円以内、エレ

ベーター等設置整備のみを行う場合の上限は 200万円以内）のものについては、

次のいずれか低い方の額 

 



(1) 公的機関（都道府県又は市町村の建築課等）の見積り 

(2) 工事請負業者の見積り 

 介護用リフト等特殊附

帯工事費 

別に定めるところにより知事が承認した額 

 ただし、共同生活援助、短期入所及び障害福祉サービス事業等を行う施設にスプ

リンクラー設備等のみを整備する場合は、見積額と相見積額とを比べて低い額と

付表３に掲げる基準単価にスプリンクラー設置対象面積を乗じて得た額とを比べ

て低い額 

 

 

 解体撤去工事及び仮設

施設整備工事費 

 

す スプリンクラー設備等

工事費 

 

 授産施設近代化整備工

事費 

 

 授産施設等整備工事費  

 地域交流スペース整備

費 

 

 補装具製作施設、視聴覚

障害者情報提供施設及

び盲導犬等訓練施設の

整備費 

 

 

 

（付表１） 

          定員１人、１施設又は１世帯当たり基準単価    （単位：円） 

施設の種別 単 位 

補助率が４分 

の３以内であ 

る場合の単価 

（下段は国が定める

基準単価表のうち都

市部の補助基準額） 

補助率が６分 

の５以内であ 

る場合の単価 

（下段は国が定める

基準単価表のうち都

市部の補助基準額） 

救護施設      

 本体 定員１人 7,000,000 7,780,000  

  初度設備相当加算 定員１人 107,000 119,000  

個室整備加算 定員１人 489,000  544,000  

更生施設       

 本体 定員１人 7,000,000   

  初度設備相当加算 定員１人 107,000   

 個室整備加算 定員１人 489,000    

宿所提供施設 定員１人 2,400,000   

 初度設備相当加算 定員１人 107,000    

授産施設 定員１人 3,020,000    

 初度設備相当加算 定員１人 107,000    

社会事業授産施設 定員１人 3,020,000    

 初度設備相当加算 定員１人 107,000    

日常生活支援住居施設 定員１人 2,400,000    

 初度設備相当加算 定員１人 107,000    

人権・共生のまちづくり施設       

 本体 １施設 97,500,000    

  初度設備相当加算 １施設 1,700,000    

 デイサービス事業のための訓練室等 

 の整備加算 
１施設 21,700,000    

  初度設備相当加算 １施設 1,960,000    

 デイサービス事業のうち給食部門の 

 整備加算 
１施設 20,100,000    

  初度設備相当加算 １施設 817,000    

療養介護       



 本体       

  利用定員 20人以下 １施設 117,600,000 

123,400,000 
  

       21～40人 １施設 236,200,000 

248,000,000 
  

       41人～60人 

 

１施設 

 

393,600,000 

413,300,000 
  

       61人～80人 

 

１施設 

 

554,100,000 

581,700,000 
  

       81人～100人 

 

１施設 

 

713,000,000 

748,600,000 
  

       101人～120人 

 

１施設 

 

871,700,000 

915,300,000 
  

       121人以上 

 

１施設 

 

1,030,600,000 

1,082,100,000 
  

 就労・訓練事業等整備加算 

 

１施設 

 

49,800,000 

52,200,000 
  

 大規模生産設備等整備加算 

 

１施設 

 

164,100,000 

172,300,000 
 

 短期入所整備加算 

 

１施設 

 

13,500,000 

14,100,000 
  

 発達障害者支援センター整備加算 

 

１施設 

 

15,700,000 

16,500,000 
  

 就労定着支援、自立生活援助、相談支援整備加算 

 
１施設 

 

11,100,000 

11,600,000 
 

 居宅介護整備加算 

 

避難スペース整備加算 

 

１施設 

 

１施設 

 

7,470,000 

7,800,000 

43,200,000 

45,300,000 

 

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続

支援 

  
  (生活介護･自立訓練) 

 本体（日中活動部分）       

  利用定員 20人以下 １施設 64,500,000  71,700,000  

67,800,000 75,300,000 

       21～40人 １施設 130,200,000  144,600,000 

136,600,000 151,800,000 

       41人～60人 １施設 217,500,000 241,700,000 

228,400,000 253,800,000 

       61人～80人 １施設 305,500,000 339,500,000 

320,700,000 356,400,000 

       81人～100人 １施設 393,700,000 437,500,000 

413,400,000 459,300,000 

       101人～120人 １施設 480,800,000 534,200,000  

504,800,000 560,900,000 

       121人以上 １施設 569,100,000  632,400,000 

597,600,000 664,000,000 

 施設入所支援整備加算 

 及び本体(宿泊型自立訓練) 

  
  (生活介護･自立訓練) 

  利用定員 20人以下 １施設 52,000,000  57,800,000 

54,600,000 60,600,000 

       21～40人 １施設 105,000,000 116,700,000 

110,300,000 122,500,000 

       41人～60人 １施設 175,800,000 195,300,000 

184,500,000 205,000,000 



       61人～80人 １施設 247,700,000 275,200,000 

260,100,000 289,000,000 

       81人～100人 １施設 318,200,000 353,500,000 

334,100,000 371,200,000 

       101人～120人 １施設 390,000,000 433,400,000 

409,500,000 455,000,000 

       121人以上 １施設 460,800,000 512,000,000 

483,800,000 537,500,000 

 就労・訓練事業等整備加算 １施設 49,800,000 55,300,000 

52,200,000 58,000,000 

大規模生産設備等整備加算 １施設 164,100,000 182,400,000 

172,300,000 191,500,000 

 短期入所整備加算 １施設 13,500,000 15,000,000 

14,100,000 15,700,000 

 発達障害者支援センター整備加算 １施設 15,700,000 17,500,000 

16,500,000 18,300,000 
 就労定着支援、自立生活援助、相談支援整備加算 

 
１施設 11,100,000 12,300,000  

11,600,000 12,900,000 

 居宅介護整備加算 

 

避難スペース整備加算 

１施設 

 

１施設 

7,470,000 

7,800,000 

43,200,000 

45,300,000 

8,300,000 

8,660,000 

48,000,000 

50,400,000 

増築整備（既存施設の現在定員の増員） １施設 32,300,000 

33,900,000 

 

短期入所(短期入所のみの整備の場合） １施設 16,300,000 

17,100,000 

 

就労定着支援、自立生活援助、相談支援 

（各事業のみの整備の場合） 
１施設 11,100,000 

11,600,000 
 

居宅介護（居宅介護のみの整備の場合） 
１施設 7,470,000 

7,800,000 
 

共同生活援助      

 本体    

  利用定員   4人～10人 １施設 30,600,000 

32,100,000 

 

  短期入所整備加算 １施設 13,500,000 

14,100,000 

  

  エレベーター等設置整備加算 １施設 2,430,000 

2,550,000 

 

 就労定着支援、自立生活援助、相談支援整備加算 １施設 11,100,000 

11,600,000 

 

 居宅介護整備加算 １施設 7,470,000 

7,800,000 

 

避難スペース整備加算 １施設 43,200,000 

45,300,000 

 

避難スペース整備（避難スペースのみの整備の場合） １施設 43,200,000 

45,300,000 

 

補装具製作施設 １施設 16,300,000 

17,100,000 

  

聴覚障害者情報提供施設 １施設 75,400,000 

79,200,000 

  

盲導犬訓練施設 １施設 203,500,000 

213,600,000 

  

点字図書館 １施設 55,800,000   



58,600,000 

福祉型障害児入所施設       

医療型障害児入所施設    

 本体       

  利用定員 20人以下 １施設 117,628,000 

123,508,000 

130,671,000 

137,203,000 

       21～40人 １施設 236,233,000 

248,044,000 

262,562,000 

275,690,000 

       41人～60人 １施設 393,844,000 

413,536,000 

437,605,000 

459,485,000 

       61人～80人 １施設 554,259,000 

581,971,000 

615,816,000 

646,606,000 

       81人～100人 １施設 713,211,000 

748,870,000 

792,442,000 

832,063,000 

       101人～120人 １施設 871,918,000 

915,513,000 

968,826,000 

1,017,267,000 

       121人以上 １施設 1,030,749,000 

1,082,286,000 

1,145,208,000 

1,202,468,000 

 就労・訓練事業等整備加算 １施設 49,855,000 

52,347,000 

55,462,000 

58,235,000 

 大規模生産設備等整備加算 １施設 164,193,000 

172,402,000 

182,477,000 

191,601,000 

 短期入所整備加算 １施設 13,530,000 

14,206,000 

15,115,000 

15,870,000 

 発達障害者支援センター整備加算 １施設 15,724,000 

16,510,000 

17,552,000 

18,430,000 

 障 害 児 相 談 支 援 整 備 加 算 １施設 11,238,000 

11,799,000 

12,432,000 

13,053,000 

 居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援整備加算 １施設 7,483,000 

7,857,000 

8,312,000 

8,727,000 

 小規模グループケア整備加算 

 

避難スペース整備加算 

１施設 

 

１施設 

 

24,135,000 

25,341,000 

43,393,000 

45,562,000 

26,816,000 

28,156,000 

 48,148,000 

50,555,000 

児童発達支援センター       

児童発達支援事業所    

放課後等デイサービス事業所    

 本体       

  利用定員 20人以下 １施設 64,726,000 

67,962,000 
  

       21～40人 １施設 130,305,000 

136,819,000  
  

       41人～60人 １施設 217,582,000 

228,460,000 
  

       61人～80人 １施設 305,713,000 

320,998,000 
  

       81人～100人 １施設 393,844,000 

413,536,000 
  

       101人～120人 １施設 480,877,000 

504,921,000 
  

       121人以上 １施設 569,251,000 

597,714,000 
  

 訓練事業等整備加算 １施設 49,854,000 

52,345,000 
  



 大規模訓練設備等整備加算 １施設 164,193,000 

172,402,000 
 

 短期入所整備加算 １施設 13,530,000 

14,206,000 
  

 発達障害者支援センター整備加算 １施設 15,724,000 

16,510,000 
  

 障 害 児 相 談 支 援 整 備 加 算 １施設 11,238,000 

11,799,000 
 

居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援整備加算  

 

避難スペース整備加算 

１施設 

 

１施設 

7,483,000 

7,857,000 

43,393,000 

45,562,000 

 

増築整備（既存施設の現在定員の増員） １施設 32,424,000 

34,044,000 
 

障害児相談支援（各事業のみの整備の場合） １施設 11,238,000 

11,799,000 
 

居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援（各事業のみの整備の場合）  １施設 7,483,000 

7,857,000 
 

避難スペース整備（避難スペースのみの整備の場合）  １施設 43,393,000 

45,562,000 
 

（注）１ 改築整備に係る初度設備相当加算は、基準単価の 1/2以内で知事が必要と認めた額であるこ

と。 

２ 救護施設にサテライト型救護施設を設置する場合には、当該サテライト型救護施設に救護施設の基

準を適用する。 

３ 個室整備加算は、定員の３割以内を限度とする。 

４ 短期入所の利用定員が２人以下の場合には、「短期入所整備加算」または「短期入所（短期入所の

みの整備の場合）」に２分の１を乗じた額を基準額とする。 

 

（付表２） 

                                           積 雪 寒 冷 地 域 体 育 施 設        （単位:円） 

 対  象  施  設 基  準  額  

 次に掲げる施設の体育施設 １施設当たり 63,600,000  

 救護施設 更生施設  ただし、第２に規定する補助率が 5/6 以内であ

る設置主体が行う事業にあっては１施設当たり

70,600,000とする。 

 

 

（付表３） 

共同生活援助、短期入所及び障害福祉サービス事業等を行う施設のスプリンクラー設備工事（単位:円） 

対 象 面 積 基準単価 消火ポンプユニット加算 

スプリンクラー整備を設置する 

ことを要する部分の床面積 

26,300 

（１平方メートル当たり） 

3,090,000 

（平米数関係なし） 

  

障害児入所施設のスプリンクラー設備工事（単位:円） 

対 象 面 積 
基準単価 

（１平方メートル当たり） 

消火ポンプユニット加算 

（１施設あたり） 

スプリンクラー整備を設置する 

ことを要する部分の床面積 

25,000 

49,000 

（延べ床面積 1,000㎡以上

の平屋建ての場合） 

3,766,000 

 

 

児童発達支援センター（床面積が 6,000㎡以上）のスプリンクラー設備工事（単位:円） 

対 象 面 積 
基準単価 

（１平方メートル当たり） 

消火ポンプユニット加算 

（１施設あたり） 



スプリンクラー整備を設置する 

ことを要する部分の床面積 

12,000 ― 

 

（別表第２）（第３関係） 

１ 創設等の場合の基準額                             （単位:円） 

施 設 の 種 別 面  積  等 基 準 額 

児童厚生施

設 

 

児童館 

 

217.6平方メートル以上 

 

53,193,000 

児童センター 336.6平方メートル以上。 

ただし、大型児童センターについて

は、500平方メートル以上 

80,133,000 

   大型児童センター 

   にあっては 

      106,914,000 

放課後児童ク

ラブ室の整備

を行う場合の

加算（小型児

童館を増築し

て児童センタ

ーとする場合

を除く。） 

※令和５年度

以前からの継

続事業に限

る。 

 11,274,000 

初度設備を施

設と一体的に

整備する場合

の加算（小型

児童館を増築

して児童セン

ターとする場

合を除く。） 

 4,206,000 

改築にあっては 

1,402, 

放課後児童

クラブ室 

創設及び改築 本体工事費 35,423,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、一部改築に係る基

準額は、別に定めるところ

により知事が承認した額 

「子ども・子育て支援
施設整備交付金に係
る施設整備の取扱い
について」（令和５年
８月 22 日こ成事第
462 号こども家庭庁
成育局長通知）第１に
基づき学校敷地内等
において放課後子供
教室と一体的に創設
又は改築を行う場合
にあっては 

70,846,000 
 

 



賃借料加算 8,229,000 

特殊附帯工事費 21,315,000 

解体撤去工事費及び仮設施設整備工事

費 

１ 改築に際して既存施設

を解体し撤去する場合 

1,880,000 

２ 改築に際して仮設施設

を整備する場合 

2,799,000 

３ 一部改築に際して既存

施設を解体し撤去する場

合又は仮設施設を整備す

る場合は、別に定めると

ころにより知事が承認し

た額 

拡張 本体工事費 別に定めるところにより知

事が承認した額。ただし、

創設及び改築に係る基準額

の２分の１を上限とする。 

賃借料加算 8,229,000 

特殊附帯工事費 21,315,000 

病児保育施

設 

創設及び改築 本体工事費 48,113,000 

ただし、一部改築に係る基

準額は、別に定めるところ

により知事が承認した額 

設計料加算 

（本体工事費以外に別途必要となる設

計料） 

2,406,000 

環境改善加算 

（子どもにやさしい環境を作り出すた

めに必要となる費用） 

5,676,000 

 

 

地域の余裕スペース活用促進加算 

（公営住宅、公民館等を活用して病児

保育施設を整備するために必要となる

費用） 

4,966,000 

 

特殊附帯工事費 20,290,000 



解体撤去工事費及び仮設施設整備工事

費 

１ 改築に際して既存施設

を解体し撤去する場合 

2,971,000 

２ 改築に際して仮設施設

を整備する場合 

5,292,000 

３ 一部改築に際して既存

施設を解体し撤去する場

合又は仮設施設を整備す

る場合は、別に定めると

ころにより知事が承認し

た額 

拡張 本体工事費 

 

 

 

別に定めるところにより知

事が承認した額。ただし、

創設に係る基準額の２分の

１を上限とする。 

設計料加算 

（本体工事費以外に別途必要となる設

計料） 

本体工事費の５％ 

環境改善加算 

（子どもにやさしい環境を作り出すた

めに必要となる費用） 

5,676,000 

特殊附帯工事費 20,290,000 

 

 

２ 大規模な修繕等の場合の基準額                         （単位:円）      

                      対 象 施 設                                       基 準 額  

 児童厚生施設 別に定めるところにより知事が承認した額  

 放課後児童 

クラブ室 

本体工事費 別に定めるところにより知事が承認した額  

特殊附帯工事費 

仮設施設整 

備工事費 

大規模修繕に際して仮設施設を整備する場合は、別に定めるところに

より知事が承認した額 

 病児保育施設 本体工事費 別に定めるところにより知事が承認した額  

 特殊附帯工事費  

 仮設施設整 

備工事費 

大規模修繕に際して仮設施設を整備する場合は、別に定めるところに

より知事が承認した額 

 

 


